
公益法人
の区分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応札・応
募者数

防護性能試験評価装置の点
検・整備役務
１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　堀　　博
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和5年6月5日
東洋紡（株）
大阪府大阪市北区梅田
１丁目１３番１号

2120001059666

本件を実施するためには、防護性能
試験評価装置の設計・製造に関する
知識及び技術を有していることが必
要不可欠であり、上記を資格要件と
して公募を実施した結果、応募者が
該者１者のみであったため。
（会計法第２９条の３第４項）

3,317,600 3,300,000 99.47%

水際障害処理装置（地雷原
処理装置）の性能確認試験
のためのデータ整理・解析
役務（その７）
１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　堀　　博
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和5年6月5日

（株）IHIエアロス
ペース
東京都江東区豊洲３丁
目１番１号

4010601031653

本件を実施するためには、水際障害
処理装置（地雷原処理装置）の試作
契約での成果を継承し、当該調達に
必要となる水際障害処理装置（地雷
原処理装置）の構造、機能、性能に
関する知識及び取扱技術を有してい
ることが必要不可欠であり、業態調
査の実施時点において、契約履行に
必要な知識及び技術を有する者は、
（株）ＩＨＩエアロスペースのみで
あるため。なお、本契約への新規参
入者を募る公示を常続的に行ってい
るところ、当該公示に応募する者は
確認されていない。
（会計法第２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

4,232,800 -

将来水陸両用技術の性能確
認試験のうち陸上・水際機
動試験の技術支援（その
１）
１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　堀　　博
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和5年6月6日
三菱重工業（株）
東京都千代田区丸の内
３丁目２番３号

8010401050387

本件を実施するためには、将来水陸
両用技術の実証装置の研究試作契約
での成果を継承し、実証装置の構造
に関する知識及び取扱技術を有して
いることが必要不可欠であり、業態
調査の実施時点において、契約履行
に必要な知識及び技術を有する者
は、三菱重工業（株）のみであるた
め。なお、本契約への新規参入者を
募る公示を常続的に行っているとこ
ろ、当該公示に応募する者は確認さ
れていない。
（会計法第２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

3,549,700 -

公益法人の場合

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令
の根拠条文及び理由

（企画競争又は公募）
予定価格 契約金額 落札率

再就職
の役員
の数

法人番号

付紙様式第４



公益法人
の区分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応札・応
募者数

公益法人の場合

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令
の根拠条文及び理由

（企画競争又は公募）
予定価格 契約金額 落札率

再就職
の役員
の数

法人番号

付紙様式第４

将来水陸両用技術の性能確
認試験のうち陸上・水際機
動試験の技術支援（その
２）
１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　堀　　博
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和5年6月9日

MHIさがみハイテック
（株）
神奈川県相模原市中央
区田名３０００番地

4021001011476

本件を実施するためには、将来水陸
両用技術の実証装置の研究試作契約
での成果を継承し、実証装置の機動
性能に係るデータ計測に関する技術
を有していることが必要不可欠であ
り、業態調査の実施時点において、
契約履行に必要な知識及び技術を有
する者は、MHIさがみハイテック
（株）のみであるため。なお、本契
約への新規参入者を募る公示を常続
的に行っているところ、当該公示に
応募する者は確認されていない。
（会計法第２９条の３第４項）

1,367,300 1,328,800 97.18%

高感度遠隔計測技術に関す
る検討役務
１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　堀　　博
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和5年6月14日
（株）四国総合研究所
香川県高松市屋島西町
２１０９番地８

7470001001852

本件を実施するためには、共鳴ラマ
ン散乱、レーザ誘起ブレイクダウン
及び多光子励起による共鳴ラマン散
乱等を計測原理とする遠隔計測技術
に関する知見及び実験計測技術を有
していることが必要不可欠であり、
上記を資格要件として公募を実施し
た結果、応募者が該者１者のみで
あったため。
（会計法第２９条の３第４項）

73,585,600 73,579,000 99.99%

磁場解析ソフトウェアのラ
イセンス更新等
１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　堀　　博
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和5年6月15日

（株）アドバンステク
ノロジー
山梨県甲府市丸の内２
丁目２番１号、ＣＲＯ
ＳＳ５００、５Ｆ

7090001006675

本件を実施するためには、陸上装備
研究所所有の磁場解析ソフトウェア
（Simens社 Simcenter　MAGNET）の
ライセンス更新に関する権限を有し
ていることが必要不可欠であり、上
記を資格要件として公募を実施した
結果、応募者が該者１者のみであっ
たため。
（会計法第２９条の３第４項）

2,888,600 2,888,600 100.00%

電磁加速装置の交換部品の
製造
１式

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　堀　　博
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和5年6月21日
（株）日本製鋼所
東京都品川区大崎１丁
目１１番１号

5010701019531

本件を実施するためには、電磁加速
システムの研究試作契約での成果を
継承し、当該調達に必要となる電磁
加速システムの研究試作の設計に関
する知識及び技術を有していること
が必要不可欠であり、業態調査の実
施時点において、契約履行に必要な
知識及び技術を有する者は、（株）
日本製鋼所のみであるため。なお、
本契約への新規参入者を募る公示を
常続的に行っているところ、当該公
示に応募する者は確認されていな
い。
（会計法第２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

40,282,000 -



公益法人
の区分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応札・応
募者数

公益法人の場合

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令
の根拠条文及び理由

（企画競争又は公募）
予定価格 契約金額 落札率

再就職
の役員
の数

法人番号

付紙様式第４

ジエチルエーテル（弾薬
用）他３件の規格原案調
査・作成
１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　堀　　博
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和5年6月27日

（一社）日本防衛装備
工業会
東京都新宿区下宮比町
３番２号

6011105005381

本件を実施するためには、弾薬の製
造に使用される化学物質に係る防衛
省規格の原案調査及び作成に関する
知識を有していることが必要不可欠
であり、上記を資格要件として公募
を実施した結果、応募者が該者１者
のみであったため。
（会計法第２９条の３第４項）

20,247,000 19,209,300 94.87%

ケーブル他1品目
２式他

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　堀　　博
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和5年6月30日

コーンズテクノロジー
（株）
東京都港区芝３丁目３
番１０号

1010401098920

本件を実施するためには、本件を履
行できる能力を有していることが必
要不可欠であり、上記を資格要件と
して公募を実施した結果、応募者が
該者１者のみであったため。
（会計法第２９条の３第４項）

1,650,000 1,650,000 100.00%

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。


